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［北海道農業経済研究 第11巻第2号 2004.1 ] 

［論文]2001年度秋季大会シンポジウム

北海道における農業生産法人の現段階と課題

I . 問題の所在

1 . 今日の北海道農業の担い手としての法人

日本の農業問題として今日の最も重要な課題の

一つに農業生産の担い手（農業経営）をどのよう

に考え、どのように形成・育成していくかという

ことがある。このためには、いかに若者や、農業

の後継予定者・新規学卒者などが農業（経営）に

魅力をもち参入しうるか、参入できうる経営体を

つくるかということが重要である。その経営体の

ひとつとして農業生産法人があると考える。

ところで、新規学卒者で就農する若者・青年が

どの位いるのかというと、道内では 300人ほど

にすぎない。他にUターン青年が約 200人（新規

参入が30人）ほどいるが、後継者補充率が従来

よりはやや回復したとはいえ 25.7%にすぎない。

ということは、今後このままで推移するとすれば、

大半の農家はリタイヤーせざるをえないことにな

る。なぜ後継者の補充• 新規参入者が少ないとい

う事態になっているのか。その理由としては、農

業内部の問題では第一に収入・農業所得が少なく、

しかも安定しないことや、第二に動物の飼育では

毎日仕事があり、休みがなく仕事が一時期に集中

すること、第三に農地が少なく、農家の子弟以外

＊酪農学園大学

市川 こム ＊ 
I口

の人が容易に農地が持てず参入しにくいことから

である。さらに女性にとっては、男性が休んでい

る時でも家事・育児などをせざるをえないことや、

見かけや格好が悪く、日焼けをしたり、汚い・臭

いなどである。これに周囲の人たちと協調してや

れるかどうかわからないなどがある。農外問題と

しては、農業の規模拡大をしていくことから、環

境汚染や環境破壊という環境問題が発生すること

などであると考える。

この中で最も重要なことは、農業の生産的な役

割を十分発揮し、安定的な「所得」を確保できる

経営体が存在し、それに携わる農業者の生活が安

定しているということである。そのような農業経

営体のひとつとして農業生産法人があると考えら

れる。このような経営体を育成することによって、

青年・若年労働力が参入することが可能な産業と

して、農業が確立していく可能性がある。

すなわち今日、日本、特に北海道農業の担い手

等として農業生産法人の果たす役割は、益々増大

してきている。しかし、農業生産法人の担い手と

しての役割、及び農業経営発展としての農業生産

法人の意義、現段階的な把握とその評価ば必ずし

も、これまで十分に研究・検討されているとはい

えない。とくに、最近の 7~8 年間の考察は十分

でないと考えられる。本報告では、このような認
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識から担い手としての農業生産法人、特に道内の

農業生産法人を対象に、これまでの農業生産法人

の展開の到達点を、道内の代表的な法人の多い市

町村を選定し、そこでの法人の到達点を明らかに

する。さらに、作目別に法人を類型化し、道庁の

アンケート調査結果と実態調査を加えて、担い手

としての農業生産法人の現段階（力量・到達点）

と問題点を明確にし、今後の展開上の課題を明ら

かにする。

2. 従来研究の到達点と課題

1) 1993年大会での報告

1992年「新しい食料・農業・農村政策の方向」

（農水省）のなかで、農業生産法人が組織経営体

として位置付けられ、 93年に関連三法も制定し

法人形成が推進された。このような背景のもとで、

93年度の道農業経済学会大会「新農政と北海道

農業」が開催され、そこで農業生産法人に関する

検討も行なわれた 1)。それ以後も農業生産法人の

増加がみられ、今日でもその拡大・展開期が続い

ていると見て取れるが、その当時の法人数の推移

をみたのが表 1である。それが今日どう展開し、

どのような段階に到達したのかを解明するのが、

ここでの第一の課題である。今日はいわば第2の

法人の拡大・展開期のなかにあるように考える。

それも、とくに道内では 1戸 1法人の拡大・増大

が中心であることが特徴的である。そのことはま

た、現在の個別農家と同じ問題・個別経営として

の展開が難しいという問題等を抱えている可能性

表1 農業生産法人数の推移

が高いのである。

93年学会での分析視角のひとつとして、法人

は雇用労働を取り入れていること、また利潤• 純

利益の獲得を目的に展開しているという企業経営

的視角で検討した。しかし、道内の大部分の法人

は、この基準を満たしていない。つまり、第一に

本来的な法人である企業的経営となっていない問

題や、第二に広く法人の経営者を選定できないと

いう後継者問題、第三に具体的に利潤の拡大（獲

得）や雇用確保が目的にならないなどの問題・課

題があった。その当時の法人の存続のためには、

①法人としての共同化の必要性（経営間協同）、

②個別法人でできない事業等について別会社化の

提起、③法人といえども個別経営であり、支援シ

ステムが必要であることから法人の諸問題も地域

レベルで考える必要があるなどを提起した。

2)従来の研究成果の到達点と課題

最近の研究論文でも、先の学会報告以外に北海

道の農業生産法人を農業の担い手として位置付け、

研究の対象にしているものが数多くある 21。その

なかの代表として小山良太報告がある 3)。この検

討課題としては、ひとつは歴史的な検討• 動態把

握が必要であること、また、市町村での法人実態

把握や法人の売上高• 所得などの経営分析が必要

であること、さらに個別実態調査がされていない

ので調査実態分析• 企業化の進展度合いの把握、

特に雇用労働の実態などをみる必要がある。とい

うのは、この分析は道のアンケート調査結果の分

合 計 有限会社 農事組合法人 米；足作 果 栢 平甲 産

全国 北拇追 全国 北海道 全国 北海直 全国 1口‘隅追 全国 北海逼 全国 北海逍
1965 1,295 236 712 196 568 62 242 548 299 
1970 2,746 949 1,569 769 1,144 173 806 633 871 14 749 260 
1975 2,879 1,163 2,007 980 856 177 788 660 845 11 852 512 
1980 3,200 1 089 1 939 933 1,240 150 743 578 700 14 1 103 586 
1985 3,168 1,292 1,825 1,114 1,324 171 553 394 516 10 1,262 603 
1990 3,816 1,318 2,167 1,155 1,626 157 558 315 592 11 1,564 647 
1992 3,709 1,430 2,305 1,270 1,384 154 645 347 509 12 1,499 704 
1995 4 150 1,559 2 797 1,392 1,335 161 803 359 523 15 1 510 765 
2000 5,889 1,794 4,366 1,617 1,496 170 1,275 370 606 17 1,803 888 

資料：道農地調整課調べと、農水省『ポケット農林水産統計』等から作成
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析であり、法人の実態との差異がある場合がある

からである。本稿では、これらを踏まえて法人形

成の歴史的展開を把握し、具体的には農業生産法

人経営の法人数、売上高、経営耕地面積、労働力

数に焦点をあてて考察していくことにする。

注1)拙稿「北海道における農業生産法人の現状と課

題」（『北海道農業経済研究』第3巻第2号、 1994.

4)、「農業生産法人の屈用依存に関する問題ー北

海道の事例を中心に一」（『酪農学園大学紀要』

第22巻第 1号、 1997.11)、「地域農業とともに歩

む一農事組合法人卯原内酪農生産維合ー」寺本

千名夫• 市川治・志賀永一編著『21世紀北海道

農業の先駆け』 (2001.8) を参照。

注 2) 畠山論文では、大規模酪農、 1戸 1法人、家族

経営型法人における労働力調達と経営展開など

を明確にしている。さしあたり畠山尚史・志賀

永ー「家族経営型法人における労働力調達と経

営展開」（『農経論叢第54集』 1998.3)を参照。

また、中央農試グループの論文集「農業生産法

人の課題と展望」『北農』（第 65巻第 2号、

1998.4)を参照。

注3)小山良太「北海道における法人経営の経営意向

と地域性」 2000年度道農業経済学会個別報告

(2001.3)で、最近の法人の意向について詳しく

整理されている。

I[ . 農業生産法人の展開到達点

1 . 法人展開の画期と特徴

まず、これまでの展開を歴史的・概括的に整理

すると、北海道の農業生産法人の展開は、大きく

3期に分けられる。そこで、それぞれの期の法人

展開の特徴を整理することにする（表 1、図 1)。

1)第 1期 (1962年r.Jl975年）：第1次法人増

加•成長期一基本法農政下の成長

1961年農業基本法農政が開始され、そのなか

図1 経営形態別法人数の構成比の推移

資料：道庁調査により作成

に法人経営の創設の萌芽が示される。そしてその

翌年に農地法・農協法等が改正され、はじめて農

業生産法人が農地の所有• 利用と農業経営ができ

るという制度が確立した。これによって農家の法

人化・農業生産法人化が進み、表 1にみるような

急激な法人の増加として示される。この期は、法

人の形成・増大期ということができる。

農業生産法人制度成立当初の法人の成立契機は、

税金問題（税金への不満から）であったといわれ

る。すなわちこれを契機に農業部門での法人化運

動が全国的に広がり、 1962年に農業生産法人の

法制度が整備され、農家の法人化が可能となり、

急速に法人が設立された。このことは、 1965年

までに全国で 1295法人、北海道でも法制度成立

時には 50数法人が形成され、 3年後の 1965年に

は 236もの法人が設立されたことに示される

（表 1) 。つまり、法人は農家と異なり、高い売

上を上げても必要経費（研修費・保険料など）が

十分認められ、しかも赤字の繰越や専従者給与が

控除され、全体として農家よりは税の軽減ができ

るという税対策面での有利性があった。さらに制

度融資や資金確保が容易であるということも考え

られた。

2)第2期 (1976年.....,1992年）：停滞期ー総合

農政・市場主義農政・経済構造調整期
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1970年代に入り、農業生産が内外圧力により

農産物の「過剰」が深刻になる。この打開策とし

て市場原理の導入による市場競争の激化で純利益

の拡大が困難化する。とくに、これまでの選択的

拡大品目の価格• 生産額の停滞は、その分野での

法人化を鈍化させ、法人を解散• 中止するものが

増えることにより減少させることになる。このこ

とから、全国、及び道の法人形成の停滞期という

ことができる。この期には農産物貿易の自由化や

食生活の変化に伴い、日本の農産物供給「過剰」

問題が発生し、食用米の減反• 生産調整政策にみ

られるような対策がとられる。加えて、農業全体

に対する「過保護」攻撃などを背景に、大規模農

業経営・法人も大きな影響を受ける。これらによ

る農業経営悪化などの原因により、 3,200をピー

クに減少する。北海道でも 1977年 1,451をピー

クに一時減少に転化したが、その後経営環境の改

善に伴い、 1985年頃を底に徐々に回復する。

この間の特徴は、諸制度の変化により、法人設

立の意義が後退する。例えば、農家の青色申告の

採用によって専従者給与が税控除の対象にできる

等である。逆に、法人の場合には、転作奨励金が

一時所得になり税対象になることや、構成員後継

者でも生前一括贈与税の特例は受けられないなど

の諸問題が明らかになった。

3)第3期 (1993年～）：第2次成長期一

新政策 •WTO体制•新農業基本法農

政下の成長

推進対象に法人が位置付けられ、 1995年4,000台

から今日 5,900台へと増加・拡大する。道内でも、

道政による農業生産法人の育成指針にみられるよ

うな推進政策により、ぼぽ同じように増加・拡大

していることに示される。すなわちこの期の特徴

は、 1990年代に入り農業生産法人制度の改正等

の規制緩和による、事業・規模拡大が容易になる。

国による資金融資枠の拡大などから新しい部門の

増設も容易になり、その部門への新規就農者の参

入も可能になるなどが明確になったことである。

さらに、 2001年には農地法の改正により農業生

産法人制度の「改正」が実施され、株式会社の導

入が容認された。また農協や行政・民間会社から

の出資も認めるなどにより事業や経営規模拡大が

容易になり、多角化・規模拡大をめざす農家・家

族経営が次々に法人を結成し、法人数が増大する

ことになったのである。

2. 法人の到達点・位置と課題

1) 市町村別法人の特徴

(1) 農家のなかに占める割合

この間の農業生産法人の形成・増加傾向と、最

近の法人の道農業に占める位置を具体的に考察す

る。表2では、法人数が増加している支庁のなか

で、法人形成が比較的進んでいるといわれる代表

表2北海道の代表的市町村の法人の位置

年度
代表的市町村

法人 全農家 法人割合

法人数・戸数 520 10,353 5.0 

1995 経営面積(ha) 18,236.1 99,116.1 18.4 

粗生産額（百万円） 24,684.6 131,970.0 18.7 

従業員数・農業就業人口 2,730 22,738 12.0 

法人数・戸数 522 9,096 5.7 

1992年の新政策、 93年の関連三法の制定

や94年農政審の答申、 WTO協定批准、さ

らに 99年食料・農業・農村基本法の制定に

よる新農政の経営政策による組織経営体・法

人の推進と支援により、 93年頃から急速な

法人形成・増大が続いている。つまり、この

期は全国、及び道の農業生産法人の形成の増

2000 経営面積(ha) 21,917.0 97,087.8 22.6 

加•第二の成長期ということができる。それ

は、国の農業政策のひとつの柱として施策の

粗生産額（百万円） 27,324.5 123,892.0 22.1 

従業員数・農業就業人口 2,652 23,230 11.4 

資料：全農家は世界農林業センサス（各年）より作成。他は、市町村ア
ンケート調査より作成。

注1)法人、全農家は、当別町、新篠津村、長沼町、深川市、旭川市、
東神楽町、小清水町、東藻琴村、浦河町、三石町、帯広市、中札内
村の合計である。

注2)95年の法人粗生産額は推計値である。
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的な市町村を選定し、これまでの展開の増・減要

因を検討する。すなわち、集計市町村 (12市町

村）での農業生産法人の展開より、その増減や農

業に占める比重をみると、法人数は戸数比で

1995年5%、2000年 5.7%と高まっている。経営

耕地に占める法人耕地面積の割合をとると、経

営耕地面積比率で 95年 18.4%、2000年 22.6%と

なっている。さらに、農業就業人口に占める法人

構成員数の割合をとると、 1995年 12%、2000年

11 %ということになる。これに 4人程度の常雇を

入れると 20%近くの比率になる。

(2)粗生産額に占める法人売上高の割合

農業生産法人の比重が相対的に高いのは経営耕

地面積シェア、及び粗生産額に占める売上高であ

る。集計市町村全体の枡生産額に占める法人の売

上高の割合は、 95年 18.7%から 2000年 22.1%に

増加しており、粗生産額に占める比率は 20%強

の高い比率を示していると考えられる。

全体として、この 5年間で法人の占める位置が

増加しているとみられる。法人は、集計 12市町

村全体との比率で、耕地面積と売上高で 20%程

度を占めている。この間の増加の中心的な役割を

果たしているのが、法人組織形態別では有限会社

法人である。また、作目別・経営形態別には酪農．

畜産生産法人の増加であると考えられる（前掲表

1)。

2)支庁別・道全体の農業生産法人の位置

つぎに、支庁別・道全体の農業生産法人の位置

をみることにする（表 3、4)。法人の多い支庁

である空知、上川、網走、十勝の各支庁より構成

戸数別法人数をとると、全体としては 1戸l法人・

家族経営の法人化が、一時鈍化傾向であったが、

1990年代後半以降、再び増加傾向にある。とく

に、畑作、酪農・畜産の多い十勝・上川等の支庁

での増加が著しい。また法人の企業化を雇用労働

カの有無割合で考察すると、 1戸 l法人の増加と

表3 支庁別戸数別農業生産法人数の推移

支庁 1980 1995 2000 
組合 有限 総数 組合 有限 総数 組合 有限 総数

1戸 1 176 177 103 103 4 130 134 

空知
2戸 13 20 33 7 14 21 16 41 57 
3戸以上 60 19 79 13 12 25 
計 74 215 289 20 129 149 20 171 191 
1戸 28 28 4 47 51 8 85 93 

上川
2戸 3 15 18 5 22 27 13 32 45 
3戸以上 45 10 55 33 20 53 25 23 48 
計 48 53 101 42 89 131 46 140 186 

l戸 1 102 103 4 134 138 8 164 172 

網走
2戸 1 3 4 3 12 15 2 15 17 
3戸以上 22 13 35 16 6 22 13 11 24 
計 24 118 142 23 152 175 23 190 213 
1戸 3 31 34 2 88 90 1 147 148 

十勝
2戸 6 17 23 ， 41 50 10 42 52 
3戸以上 11 59 70 17 73 90 19 69 88 
計 20 107 127 28 202 230 30 258 288 

,, 買← ヽ9ヽ -"' 

表4 構成戸数別農業生産法人数の比ー率推移 （単位：％）
北海道 1981年 1995年 2000年
組合 有限 総数 組合 有限 総数 組合 有限 総数

1戸 0.4 53.2 53.6 0.7 54.0 54.8 1.6 60.3 61.9 
2戸 2.4 12.9 15.4 2.4 16.3 18.8 7.9 29.9 37.9 
3戸以上 12.5 18.1 31.0 7.3 19.0 26.4 
計 15.4 84.2 100.0 10.3 89.3 100.0 9.5 90.2 100.0 

資料：ー 道庁調べより作成。
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いう場合には、その法人全体では雇用労働力が少

ないので、企業的性格が弱いとみられる。しかし、

複数戸 l法人・農事組合法人も最近進展してきて

いる。絶対数としては、複数戸 1法人も増加傾向

にある。とくに、 2~5 戸 l 法人の増加傾向が続

いている。

3. 法人の発展要因と問題・課題

農業生産法人経営の目的である売上高が増大し、

農家と比較して 1法人当りの「混合所得（純利益

＋労働報酬）」や、法人構成員 1人当たりの「混

合所得」の拡大が進んでいるので、法人の増加・

拡大が進行していると考えられる。またそれと関

連して、法人の企業的経営の指標のひとつと考え

られる、雇用労働力も確保され、法人のなかで雇

用を擁する法人の割合も増加している。だが、様々

な問題・課題があるし、それも生産している作目•

経営形態による違いもあると考えられる。そこで

つぎに、法人を作目別・経営形態別に分類し、検

討することにする。

皿．農業生産法人の現段階•今日の特徴

1 . 道農業での位置と役割

全国における北海道の農業生産法人の比重は大

きくは変わっていないが、今日北海道の農業生産

法人は、全国の 30.5%を占めており、その特徴は、

畜産・酪農法人が多く、しかも有限会社法人と 1

戸 l法人が際立って多く、増加が続いているとい

うことである。

北海道では、農家の経営規模が府県と比較して

大きく、 1戸でも法人を形成することができる。

従って、特にこの 1戸による法人が多い。それは

また、法人形態の有限会社を容易に設立できるこ

とにもなる。さらに酪農・畜産法人は家畜の飼養・

乳牛生産管理や適切な農地・ふん尿管理を必要と

していることから、従来より家族経営を中心に規

模拡大を遂げてきた（その延長線に法人化するも

のが多い）し、最近は様々な問題を抱えるとはい

え、酪農・畜産が経営成果をあげてきたことから

法人が増加してきていると考える。さらにこのよ

うな有限会社が多いのは、従来は北海道の特質で

あったが、最近は全国的な傾向になりつつある。

特に酪農や日高の軽種馬を中心とする農業生産法

人が多いのが特徴であるが、それは、自然・風土

条件がよく、特に草地基盤が豊富であるという北

海道的特質に起因しているといってよいと考えら

れる。

こうしてこの間、道の農業生産法人は全体とし

ては増加傾向が続き、道農業に大きな位置と役割

を果たしていると考えられる。具体的には、道農

業における基本指標のいずれをとってもその位置

と役割は増加傾向にあるとみられる（表4、表5-

1,..,,5-3)。とくに地域別にみると、その経営規

模は例えば面積や担い手数・乳牛頭数などで、農

家と比較すると 2~3 倍強の大きさを示している。

粗生産額に占める法人の売上額も大きく、 1法人

当たりの売上高は平均 14,670万円であり、それ

は「農業生産所得統計」の 1999年の 1農家当り

の粗生産額 1,780万円の実に約 7.5倍になってい

る。ただし、 1労働力当たりの売上高比較では

2.6倍程度である（表5-3から構成員と常雇を合

算し 1法人当り 7.6人、つまり l法人労働力当り

売上高 1,930万円、「平成 12年度北海道農業統計

表」から 1農家当り農業就業人口 2.4人、つま

り1農家労働力当り 743万円より算出した）。

2. 道農業での作目部門別法人の位置と特徴

農業生産法人の生産カ・経営規模を、これまで

具体的に考察して来なかった作目別・経営形態別

に分類し、分析すると次のとおりである。

1)稲作法人の比重と特徴

米麦法人といわれる稲作法人が、北海道の稲作

農業でどのような比重をもっているのかを検討す
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表5-1 石狩支庁、空知支庁の稲作法人の位置
両支庁合計 割合

稲法人(A) 全農家(B) 稲単一(C) A/B A/C 
法人、農家数 165 16,466 5 935 1.0% 2.8% 
経営耕地面積(ha) 4,191.20 169 600 72 170 2.5% 5.8% 
1法人、 1農家当り(ha) 26.7 10.3 12.16 259.2% 219.6% 
売上高（粗生産額）（千万円） 535.9 17 433 8 485 3.1% 6.3% 
1法人、 1農家当り（万円） 3、600 1 059 1 480 339.9% 243.2% 
労働者数（人） 891 37 458 2.4% 
1法人、 1農家当り（人） 5.4 2.27 237.9% 
資料：北海道農政部農政調査課「農業生産法人情報調査(2000年度）」および北海道農業統計表より作成

注：稲単ーは、稲作単一経営であり、経営耕地面積は稲作付面積である。

表5-2十舟券支庁、網走支庁の畑作及び酪農法人の位置
両支庁法人合計

畑作法人(A)酪農法人(B)
法人、農家数 218 76 
経営耕地面積(ha) 14 771.60 8.060 
1法人、 1農家当り(ha) 67.8 106.1 
売上局（粗生産額）（千万円） 1 819.40 1 182.20 
1法人、 1農家当り（万円） 9,400 18,200 
労働者数（人） 1 075 403 
1法人、 1農家当り（人） 6.9 6.7 
乳牛頭数（頭） (3 555) 17.564 
1法人、 1農家当り（頭） (177. 8) 254.6 
資料：前表に同じ

表5-36支庁の作目別法人の実態
総数 1218 酪腰 98 
回答数 平均 回答数 平均

粗生産額（千万円） 940 14.7 80 19.3 
構成員 996 3.3 90 3.4 
役員 998 2.7 80 3.1 
常雇 706 4.3 63 3.6 
実習生 340 1.2 60 0.9 
臨時 618 26.0 52 1.5 
農地 1023 42.0 88 88.2 
法人所有農地 865 29.3 75 40.6 
経営面積(ha) 1602 42.7 154 70.2 
乳牛頭数 124 243.8 88 259.4 
,_,..'" 1 r⇒ ‘‘‘ 

る（表 5-1)。

稲作（米麦）経営法人は空知• 石狩支庁管内で

相対的に多い（稲作法人が両地区で 165、全体の

63%を占める。他に上川支庁64法人がある）。こ

の法人の割合は、両地区全体戸数 (16,466)比で

1 % (稲作単一農家比約3%)であるが、経営耕

地面積比率では田面積比率で5%を占めているし、

売上高（粗生産額）では、米粗生産額比率で 6.3

％をも占めており、 1法人当たり平均で 3,600万

円となっている (1農家の米粗生産額 1,430万円

の2.5倍。農家の数値は、「平成 12年度北海道農

業統計表」より算出。以下同様の方法で分析）。

両支庁農家合計 割合
農家数(C) 酪農家(D) A/C 8/D(B/C) 
14,555 3 720 1.5% 2.0% 
429.300 139.025 3.4% 5797.5% 
29.5 37.4 229.8% 283.7% 
39,386 12 044 4.6% 9.8% 
2,706 3 238 347.4% 562.1% 
40.919 2.6% (1 %) 
2.8 246.4% (239%) 
332 600 5.3% 
89.4 284.8% 

畑作 312 柑H乍 261 その他 546 
回答数 平均 回答数 平均 回答数 平均
274 9.4 234 4.3 350 24.8 
285 3.2 236 3.4 401 3.7 
224 3.6 213 2.5 431 3.3 
168 3.5 96 3.8 315 5.9 
174 0.8 54 1.0 86 3.1 
132 52.4 158 26.5 232 21.0 
289 51.9 238 24.5 407 33.6 
220 27.0 231 10.3 333 21.8 
449 46.7 302 27.2 694 30.0 
28 190.2 3 73.3 5 683.0 

2) 畑作法人の比重と特徴

次に畑作経営法人の比重をみる。この畑作経営

法人が多い支庁としては、十勝と網走支庁が該当

し、両地区内の畑作経営法人は 218法人である

（表5-2)。とくに、十勝は 1法人当たり構成員

3.9人、常雇3人程度で、経営耕地面積で60haを

耕作し(+勝平均の 34.lhaの 1.8倍）、売上高

15,000万円程度(+勝平均 3,000万円の 5倍）を

上げている。なお、両支庁管内の畑作経営法人の

平均売上高（粗生産額）は、 9,400万円であるが、

それでも両支庁 l農家当りの粗生産額の 3.5倍

（網走管内 l農家当りの粗生産額の 3.9倍強）と

-9-



なっている。労働者数でも、両庁農家の平均の

2.5倍となっている。さらに、畑作経営法人の売

上高は道内畑作経営で最も粗収益が高い工芸農作

物作経営の平均粗収益2,263万円の約 4.2倍であ

る。

3) 酪農法人の比重と特徴

酪農法人の比重をみると（前掲表5-2)、酪

農も十勝と網走支庁管内で多くの法人が経営を行

なっている。他には、釧路や宗谷、根室支庁管内

などに酪農法人がある (M法人、 F法人を参照）。

両地区の平均でみると、 1法人当たりで構成員

3.4人、常雇 3.3人で 1法人当りの労働力は 6.7人

である（これは両管内 l農家の平均農業就業人口

2.8人の 2.4倍）。乳牛頭数は 254.6頭（両管内の

平均頭数 89.4頭の 2.85倍）、耕地面積で 70ha

（同： 2.4倍）、売上高で 1.82億円（両管内酪農家

の平均粗生産額3,238万円の 5.6倍）を上げてい

る。これはまた、道酪農経営の平均粗収益4,029

万円の 4.5倍となっている。

4) 多角経営法人の比重と特徴

最近多角経営法人が道内農業で大きな位置と役

割を果たしつつある。その具体的な数量を明確に

するデータはない。ここでは、 3部門にはいらな

い「その他」に分類される法人や実態調査から類

推する（表5-3)。つまり、酪畑混同法人では加

工品の製造・販売や、レストラン、体験農業等を

含む観光事業を行なっているものがある。例えば、

H牧場、 U酪農生産組合法人、 Tファームなどの

法人がこれに該当する。また、畑作・野菜生産を

中心とする多角経営法人でジュースや漬物等の加

工品、レストラン、観光などを行なっているもの

がある。例えばN経営組合法人などがあげられる。

さらに、稲作を含む多角経営法人でも産直販売や

加工品の販売などを行なっているものが多数出現

してきている。例えば、旭川のT農場法人など。

それらの法人は、道法人のなかでも最も高い売上

高（約 2.5億円）や構成員 3.7人、常雇 5.9人、

実習生3.1人を擁しており、地域のなかで注目さ

れる多角経営となっている。これらは、高い売上

高と利益を獲得しているだけでなく、様々な部門

を擁しているがゆえに、若者・青年が魅力を感じ

て容易に就職・参入してくるものと考えられる。

それによって、益々従来とは異なる、本来的な企

業的な経営へと展開しつつあるとみられるのであ

る。

3. 認定農業者に占める法人

農業生産法人が北海道農業の担い手かどうかを

検討するために、最近の経営政策の推進対象であ

る、日本・北海道農業の担い手と考えられている

認定農業者のなかで、法人がどのような位置と役

割を果たしているのかを検討する。

1) 認定農業者の形成と現状

この制度が出来て 8年目になる。認定農業者数

は、全国で 15万人を越えて延べで 166,280(農家

全体に占める比率 5.3%)、そのうち法人は 5,820

（認定農業者に占める割合3.5%、農業生産法人に

占める認定農業者の割合98.8%)になっている。

これに対して北海道では、認定市町村が191で全

体で認定農業者はのべ 17,579(農家に占める割合

25%強）になっており、そのうち法人が695(認

定農業者に占める法人の割合約4%)となってい

る。つまり、北海道では認定農業者のいる農家は

全体の 25%強と全国よりはるかに高い割合で、

全国に占める割合も 10.6%にもなっている。この

なかの農業生産法人の場合には、認定農業者に占

める割合は全国よりもさらに高いものになってい

る。法人の大半は認定農業者ということができる。

2) 認定農業者としての農業生産法人の意義

農業生産法人は農家と比較して大規模化してい

るものとして認定農業者に相応しいものが多く、

農政や若者に注目（推進）されている。それは若

い人たちが容易に社員や構成員になれ、経営の継

承も容易にできるからである。例えばU法人では、
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構成員の半分近くが脱サラ• 都会からの出身者に

よって担われ、都市生活や会社のルールがかなり

適応されてきている。非農家の子弟も積極的に研

修に参加してきている。つまり、一般社会におけ

る会社への就職と同じような感覚での農業への就

農が可能になっているのである。というのは、一

定の給与が定期的に支払われ、週に一回の休日が

とれ、しかも社会保険もあれば、ボーナスもある。

努力次第では課長や部長になれ、社長や組合長に

なれる可能性もあることから、若者のよせる期待

も大きいのである。この農業生産法人は、必ずし

も一般企業とは一致しないが、これまでの農村社

会に一定の波紋を投げかけ、農村社会を変える契

機的な役割を果たしている。それだけ容易に若者

を吸収できる仕組みがあり、それは農家とは異な

るものであるといえる。それが若者に受け入れら

れているのである。こうして、人口減少地域・農

業後継者不足地域では、農協や役場の支援によっ

て農業生産法人（加工・観光の農業法人）が形成

され、それが地域の核となっている町村も出現し

つつある。このように法人の大半は認定農業者に

なっており、重要な担い手と位置付けられている。

4. 法人の現段階の特徴

これまでみたように、北海道の農業生産法人は

高い売上高（農家の 2~8 倍）を上げ、農家と比

較して混合所得で2倍ほど、農家専従者と比較し

て構成員 1人当たりでも高い「所得」を上げてい

る。さらに、認定農業者のなかにも多くの法人が

位置付けられてきている。また、雇用労働力も道

内支庁・地域や作目・組織形態よって多少異なる

が、全体で雇用者を擁している法人の割合が 60

％強である。 1法人当たり平均で常雇 4.3人、実

習生も 1~2 人がいる。このように、法人は多く

の雇用者を抱えて、法人経営・労務管理を適切に

行なっていると考えられる。そこには就業規則や

社会保険等がある。とすれば、農業生産法人の企

業化も進みつつあるとみられる。とりわけ、複数

戸によって形成された多角経営法人や大規模複合

経営（混同• 多角経営）法人の専従者 1人当りの

「所得」は周辺の小企業と同じような「労働所得」・

「賃金」の水準に近接しつつあると考えられる。

法人の賃金水準が高いことにより、法人への若者

の参入が進み、しかも農家へ参入した若い後継者

も法人化を目標とするものが多くなる。これらの

ことは、法人形成促進の基盤になっており、この

間の法人の増大に結びついている。こうして北海

道の農業生産法人は農家比で耕地面積や売上高で

約 20%を占め、北海道農業の担い手としての比

重を高めてきているといえる。

N. 今後の展開上の課題

1 . 法人展開の特徴と問題点

道内の農業生産法人が北海道農業の担い手の主

要な部分を占めていることは、これまでの分析で

明らかであり、今後もその役割を担う法人の拡大

展開が予想される。しかし、問題点もある。その

ひとつは構成員をどのように参入させるか。とく

に複数の構成員の参入を必要とする農事組合法人

では調整することが難しい。しかも、参加した構

成員が経営の方針などで意見が合わずに、法人の

構成員をやめている例もある (R法人やU法人）。

従って農業生産法人がさらに拡大進展していき、

家族農業経営にとって替わるほどになるとは考え

ていない。そこには、地域の条件と経営条件等が

関連している。とりわけ大規模法人経営は経済的

にも非効率になることや、技術的な問題も発生す

る。また大規模畜産法人では家畜のふん尿問題な

ども引き起こすことになるからである。このよう

なことから、法人経営には限界があると考えられ

る4)0

しかも、すべての大規模• 先進的な農家や営農

集団• 生産組織体が法人化するわけではない。法

-11-



人化することによって従来の肥培管理や生産物の

販売管理、そのための判断は法人の代表に帰属す

ることになる。つまり、法人の経営管理の内容の

決定は、個別農家構成員の意向を踏まえて、最終

的には代表取締役や代表理事に帰結することにな

る。もちろん多くの法人は、法人経営権の行使に

ついては、理事• 取締役の話し合いによる合意、

及び構成員全員一致の合意が得られるような努力

している。ある複数戸 l法人では、結論がでるま

で話し合っているものや、優先順位を決めて実行

したりしている。しかしいずれにしても、最終的

な決定権は法人の代表取締役（社長・代表理事）

にあり、参加構成農家の決定権・経営権は無くな

るのである。

つまり法人化することは、そこに参加する農家、

構成農家の経営権がひとつになること• ひとつの

個別経営体になることを意味する。これには、こ

れまでの個別経営権がなくなることから法人化に

踏み切れない農家が多いと考える。これに対して

は、優良な法人の形成過程をモデルにし法人化に

よる経営効果・メリットを明示することや、形成

後の法人の経営方針の決定には構成員の全員が具

体的に参加できるようにすること、経理の公開を

義務付けること、加えて各地域で関係機関・団体

の支援・推進システムを確立することなどが必要

であると考える。

また営農集団が法人化していない例としては、

網走の第 26営農集団に示されている。

この 26集団は、約 30年間、構成農家（個別経

営）の展開を共同によって補完し、生産性を高め

個別農家の農業所得を拡大してきたものである。

これは、あくまでも個別経営権を確保した上での

共同化の例である。そこには農家毎の経営主の権

限があり経営判断が個別でできる権限が付与され

ている。このような個別農家の経営権を守ろうと

する営農集団• 構成農家が依然多いと考える。も

ちろん、 26集団も絶えず法人化の検討がされて

おり、今後の農地等の財産の継承、雇用の導入、

新たな事業の展開等を契機に法人化へ踏み出す可

能性はあると考える 5)。このような営農集団• 生

産組織や家族経営の農業生産法人化は、今後次に

みるような課題を克服することができるならば、

一定の割合（層）・今以上の比重を担いながら、

農業生産の担い手として展開していくことが可能

であると考える。

2. 法人展開上の今後の課題

これまでの分析のとおり、北海道の農業生産法

人は厳しい経営環境のもとで、その位置と役割を

増大させ、法人の企業化も着実に進展させてきて

いる。しかし、一方では休業法人も約 5%ほどあ

り、加えて年々約 30法人（この 10年間の平均）

は中止、あるいは解散している。ここには様々な

問題があり、法人が今後展開していくには幾つか

の課題があることを示している。

とくに解散や中止に追い込まれる大きな要因は、

作目によって違いがあるが、法人経営の経営悪化・

不振と事務煩雑、構成員の減少や内部調整の困難

性、全体として法人経営にメリットがない、リー

ダーの不足などとなっている。この 10年間、こ

の基本要因はあまり変わっていない。つまり、農

産物等の売上げが順調で「所得」・「利潤」が安定

的に確保できるかどうかということが法人継続・

展開の決め手である。これが出来ない場合には当

然ながら解散•中止ということになる。あるいは、

打開策として新たな方向を探ることになる。この

方向というのは、いかに今後の経営戦略をたてる

ことができるかということである。つまり、新た

な方向を進めていく場合には、経営• 市場戦略が

的確にできる、先を見通せるリーダー格の経営者

が必要であり、その教育・育成が大切な課題であ

る（法人や地域、関係機関・団体が幅広くリーダー

を育てることが必要である）。加えて、今日の厳

しい生産環境のもとでは、法人が自らの適正規模
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を考えた資金確保ができるかどうか。そのための

経営戦略を適切に組むことができるかどうか。さ

らに今日最も大きな問題である生産した農産物を

安全に供給できる、適切な生産・販売管理ができ

るかどうかも大きな課題である。

法人展開の外的条件の問題としては、法人の展

開で重要と考えられる法人間の協同形態や、支援

法人組織の解散がみられることである。とくに法

人の展開を支援してきた組織の解散は、法人自体

の存続を危うくするものである 6)。言い換えれば、

法人といえども支援する仕組みの維持• 安定的な

確保も重要な課題なのである。また、法人を支援

する主体や推進事務局なども必要であると考える。

道内においては、法人会議や普及センター、支援

センターなどの農業・法人支援システムの一層の

強化が求められる。これらの協同化・連携の強化

や支援システムの形成・確立は、個別農家の展開

と同じように、今後の法人展開上の課題である。

注4) 農業生産法人の方が農家・家族経営より生産性

が高いと考えるが、法人の方が生産性が高いこ

とを実証する裏付けのデータは今のところ公表

されていない。

注 5)26営農集団については、数えられないほどの報

告や論文がある。その一部として、最近の拙稿

「地域営農集団の経営者一渡辺（元）組合長ー」

金沢夏樹• 稲本志良• 八木宏典編『農業経営者

の時代』（農林統計協会.2001.7)を参照されたい。

注6)93年道経済学会で報告した、法人等の支援組織

である網走管内白滝村の加工センター（支援組

織体）は経営悪化により解散した。これに、最

も依存していた S農場法人も崩壊した。これに

は、相関関係があると考えられる。

(2003年4月16日受理）
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